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平成２６年９月１８日判決言渡 同日原本交付 裁判所書記官  

平成２５年(ワ)第５７４４号 特許権侵害差止等請求事件 

口頭弁論終結日 平成２６年６月２６日 

判      決 

       

              原   告         株式会社  ハ  ッ  ピ  ー  

               

              同訴訟代理人弁護士     西 枝 康 一 

       同補佐人弁理士       三 好 広 之 

      

              被   告         ロイヤルネットワーク株式会社 

               

              同訴訟代理人弁護士     船 橋 茂 紀 

              同             遠 山 光 貴 

主      文 

１  原告の請求をいずれも棄却する。 

２ 訴訟費用は原告の負担とする。 

事 実 及 び 理 由  

第１ 当事者の求めた裁判 

１ 原告  

（１）被告は，別紙被告方法目録記載第１の方法を使用してはならない。 

（２）被告は，別紙被告装置目録記載第１の装置を使用してはならない。 

（３）被告は，別紙被告装置目録記載第１の装置を廃棄し，被告の提供する「マ

イクローク」サービスで登録された情報を記録しているデータベースを消去

せよ。 
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（４）被告は，原告に対し，１億２１３９万４１６６円及びうち１億１０３５万

８３３３円に対する平成２１年１２月１７日から，うち１１０３万５８３３

円に対する平成２５年６月２５日から，それぞれ支払済みまで年５％の割合

による金員を支払え。 

（５）訴訟費用は被告の負担とする。 

（６）仮執行宣言 

２ 被告 

 主文同旨 

第２ 事案の概要 

１ 前提事実（当事者間に争いがない。） 

（１）当事者 

ア 原告は，ケア及びメンテナンス事業（洋服類，和服類，皮革及び毛皮製

品類，鞄及び小物類のシミ抜き，洗い張り，修理，修繕，再生加工及び維

持，管理，保管），クリーニング事業等を目的とする株式会社である。 

イ 被告は，クリーニング及び染色業，クリーニング業者のチェーン店の開

拓，教育，企画及び管理等を目的とする株式会社である。 

（２） 原告の有する特許権 

 原告は，以下の特許（以下「本件特許」という。また，本件特許出願の願

書に添付された明細書を「本件明細書」という。）に係る特許権（以下「本件

特許権」という。）を有する。 

 原告は，平成２２年２月１９日，Ｐ１（原告代表者代表取締役であり，以

下「Ｐ１」という。）から，本件特許権を譲り受けた。 

 特許番号    第３６０４３３５号 

 出願日     平成１２年９月５日 

 登録日     平成１６年１０月８日 

 発明の名称   預かり物の提示方法，装置およびシステム 
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（３） 本件特許に係る特許請求の範囲の請求項１から６までの記載は次のとおり

である（各請求項に係る発明を順に「本件発明１」などといい，請求項１か

ら６までに係る発明を併せて「本件各発明」という。）。 

【請求項１】 

 クリーニング対象の品物の保管業務における顧客からの預かり物の内容を

インターネットを介して顧客に提示する預かり物の提示方法であって，提示

者が利用する第１通信装置により，顧客から預かるべき複数の品物又は顧客

から預かった複数の品物の画像データを得て，該複数の品物の画像データを

記憶手段に記憶する第１ステップと，顧客が直接利用するウェブブラウザ機

能を備えた第２通信装置から受信するユーザ情報と前記複数の品物の画像

データに対応付けて前記記憶手段に予め記憶された認証情報とに基づいて認

証を行う第２ステップと，前記ユーザ情報が前記認証情報と一致する場合に，

前記記憶手段に記憶された前記複数の品物の画像データの中から，前記ユー

ザ情報に対応するものを一覧出力形式で，品物の顧客による識別の用に供す

べく，前記第２通信装置へ送信する第３ステップとを有し，該第３ステップ

は，品物を識別した顧客の画面上における所定のクリック操作に応じて品物

の選択的な返却要求を前記第２通信装置から送信させるようになしたウェブ

ページに，前記品物に対応する画像データを含めて送信することを特徴とす

る預かり物の提示方法。 

【請求項２】 

 顧客からの前記品物の返却要求の受信に伴って，顧客から返却要求があっ

た旨の情報をその品物に対応付けて出力する第４ステップを更に有すること

を特徴とする請求項１記載の預かり物の提示方法。 

【請求項３】 

 前記画像データは，ディジタルカメラで撮像したものであることを特徴と

する請求項１又は２記載の預かり物の提示方法。 
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【請求項４】 

 クリーニング対象の品物の保管業務における顧客の預かり物の内容をイン

ターネットを介して顧客に提示する預かり物の提示装置であって，顧客から

預かるべき複数の品物又は顧客から預かった複数の品物の画像データを得て，

該複数の品物の画像データを記憶する記憶手段と，顧客が直接利用するウェ

ブブラウザ機能を備えた通信装置から受信するユーザ情報と前記複数の品物

の画像データに対応付けて前記記憶手段に予め記憶された認証情報とに基づ

いて認証を行う認証手段と，前記ユーザ情報が前記認証情報と一致する場合

に，前記記憶手段に記憶された前記複数の品物の画像データの中から，前記

ユーザ情報に対応するものを一覧出力形式で，品物の顧客による識別の用に

供すべく，前記通信装置へ送信する送信手段とを備え，該送信手段は，品物

を識別した顧客の画面上における所定のクリック操作に応じて品物の選択的

な返却要求を前記通信装置から送信させるようになしたウェブページに，前

記品物に対応する画像データを含めて送信すべくなしてあることを特徴とす

る預かり物の提示装置。 

【請求項５】 

 顧客からの前記品物の返却要求の受信に伴って，顧客から前記品物の返却

要求があった旨の情報をその品物に対応付けて出力する出力手段を更に備え

ることを特徴とする請求項４記載の預かり物の提示装置。 

【請求項６】 

 顧客から預かるべき品物又は顧客から預かった品物の画像データを撮像す

るディジタルカメラを更に備え，前記記憶手段は，前記ディジタルカメラに

より撮像された画像データを記憶すべくなしてあることを特徴とする請求項

４又は５記載の預かり物の提示装置。 

（４） 構成要件の分説 

 本件各発明を構成要件に分説すると，以下のとおりである。 
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ア  本件発明１ 

１Ａ クリーニング対象の品物の保管業務における顧客からの預かり物

の内容をインターネットを介して顧客に提示する預かり物の提示方法

であって， 

１Ｂ 提示者が利用する第１通信装置により，顧客から預かるべき複数の

品物又は顧客から預かった複数の品物の画像データを得て，該複数の

品物の画像データを記憶手段に記憶する第１ステップと， 

１Ｃ 顧客が直接利用するウェブブラウザ機能を備えた第２通信装置か

ら受信するユーザ情報と前記複数の品物の画像データに対応付けて前

記記憶手段に予め記憶された認証情報とに基づいて認証を行う第２ス

テップと， 

１Ｄ 前記ユーザ情報が前記認証情報と一致する場合に，前記記憶手段に

記憶された前記複数の品物の画像データの中から，前記ユーザ情報に

対応するものを一覧出力形式で，品物の顧客による識別の用に供すべ

く，前記第２通信装置へ送信する第３ステップとを有し， 

１Ｅ 該第３ステップは，品物を識別した顧客の画面上における所定のク

リック操作に応じて品物の選択的な返却要求を前記第２通信装置から

送信させるようになしたウェブページに，前記品物に対応する画像

データを含めて送信する 

１Ｆ ことを特徴とする預かり物の提示方法。 

イ 本件発明２ 

２Ａ 顧客からの前記品物の返却要求の受信に伴って，顧客から返却要求

があった旨の情報をその品物に対応付けて出力する第４ステップを更

に有する 

２Ｂ ことを特徴とする請求項１記載の預かり物の提示方法。 

ウ 本件発明３ 
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３Ａ 前記画像データは，ディジタルカメラで撮像したものである 

３Ｂ ことを特徴とする請求項１又は２記載の預かり物の提示方法。 

エ 本件発明４ 

４Ａ クリーニング対象の品物の保管業務における顧客の預かり物の内

容をインターネットを介して顧客に提示する預かり物の提示装置で

あって， 

４Ｂ 顧客から預かるべき複数の品物又は顧客から預かった複数の品物

の画像データを得て，該複数の品物の画像データを記憶する記憶手段

と， 

４Ｃ 顧客が直接利用するウェブブラウザ機能を備えた通信装置から受

信するユーザ情報と前記複数の品物の画像データに対応付けて前記記

憶手段に予め記憶された認証情報とに基づいて認証を行う認証手段と， 

４Ｄ 前記ユーザ情報が前記認証情報と一致する場合に，前記記憶手段に

記憶された前記複数の品物の画像データの中から，前記ユーザ情報に

対応するものを一覧出力形式で，品物の顧客による識別の用に供すべ

く，前記通信装置へ送信する送信手段とを備え， 

４Ｅ 該送信手段は，品物を識別した顧客の画面上における所定のクリッ

ク操作に応じて品物の選択的な返却要求を前記通信装置から送信させ

るようになしたウェブページに，前記品物に対応する画像データを含

めて送信すべくなしてある 

４Ｆ ことを特徴とする預かり物の提示装置。 

オ 本件発明５ 

５Ａ 顧客からの前記品物の返却要求の受信に伴って，顧客から前記品物

の返却要求があった旨の情報をその品物に対応付けて出力する出力手

段を更に備える 

５Ｂ ことを特徴とする請求項４記載の預かり物の提示装置。 
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カ 本件発明６ 

６Ａ 顧客から預かるべき品物又は顧客から預かった品物の画像データ

を撮像するディジタルカメラを更に備え， 

６Ｂ 前記記憶手段は，前記ディジタルカメラにより撮像された画像デー

タを記憶すべくなしてある 

６Ｃ ことを特徴とする請求項４又は５記載の預かり物の提示装置。 

（５）被告の行為 

 被告は，遅くとも平成２１年１２月１６日以降，業として，別紙被告方法

目録記載第１の方法（以下「被告方法」という。）を使用した「マイクロー

ク」サービス（以下「被告サービス」という。）を一般顧客に提供している

（被告方法の構成については，当事者間に争いがある。）。 

 被告方法には，平成２５年４月２９日までのもの（以下「旧被告方法」と

いう。）と，同月３０日以降のもの（以下「新被告方法」という。）とがある

（特に区別しない場合は，両方法を指す。）。 

 また，被告は，遅くとも平成２１年１２月１６日以降，業として，別紙被

告装置目録記載第１の装置（以下「被告装置」という。）を使用して被告サー

ビスを一般顧客に提供している（被告装置の構成については，当事者間に争

いがある。）。 

 被告装置には，旧被告方法のために用いられる装置（以下「旧被告装置」

という。）と，新被告方法のために用いられる装置（以下「新被告装置」と

いう。）がある（特に区別しない場合は，両装置を指す。）。 

２ 原告の請求 

 原告は，被告の行為により本件特許権を侵害されたとして，被告に対し，本

件特許権に基づき，被告方法及び被告装置の使用の差止め並びに被告装置の廃

棄及び被告サービスで登録された情報を記録しているデータベースの消去を求

めるとともに，不法行為による損害賠償請求権に基づき，１億２１３９万４１
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６６円及びうち１億１０３５万８３３３円（特許法１０２条の損害額）に対す

る被告サービス開始日の翌日（平成２１年１２月１７日）から，うち１１０３

万５８３３円（弁護士費用）に対する本件訴状送達の日の翌日（平成２５年６

月２５日）から，それぞれ支払済みまで民法所定の年５％の割合による遅延損

害金の支払を求めている。 

３ 争 点 

（１）被告方法及び被告装置は，本件各発明の技術的範囲に属するか 

ア 被告方法は，本件発明１から３までの各構成要件を文言上充足するか 

                         （争点１－１） 

イ 被告装置は，本件発明４から６までの各構成要件を文言上充足するか 

                         （争点１－２） 

ウ 被告方法及び被告装置は，本件各発明と均等なものとして，その技術的

範囲に属するか                  （争点１－３） 

（２）本件特許は，特許無効審判により無効にされるべきものであるか 

ア 本件各発明は，当業者が，本件特許出願前に頒布された特開平１０－２

５５１６６号公報（以下「乙６公報」という。）に記載された発明に基づ

いて，容易に発明をすることができたものであるか  （争点２－１） 

イ 本件特許は，サポート要件に違反するものであるか （争点２－２） 

（３）損害額                      （争点３） 

第３ 争点に関する当事者の主張 

１－１ 争点１－１（被告方法は，本件発明１から３までの各構成要件を文言上

充足するか）について 

【原告の主張】 

 以下のとおり，被告方法は，本件発明１から３までの各構成要件を文言上充

足する。 

（１）被告方法の構成 
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 被告方法の構成を，本件発明１から３までの各構成要件に対応させて表現

すると，旧被告方法，新被告方法のいずれも，以下のとおりとなる。 

ア 本件発明１に対応する構成 

１ａ 会員が所有又は管理する衣料等を，会員の申込に基づき，クリーニ

ング（溶剤，洗剤等を使用して洗濯すること）やメンテナンスした後

に専用クロークで保管する保管業務における，保管中のアイテムの写

真をインターネットを介して会員に提示し， 

１ｂ 被告が利用する第１の通信装置により，会員から預かった複数のア

イテムの画像データを会員からの申込後に得て，該複数のアイテムの

画像データを記憶手段に記憶する第１ステップを有し， 

１ｃ 上記第１の通信装置により，会員が直接利用するウェブブラウザ機

能を備えた第２通信装置から受信するユーザ情報と前記複数のアイテ

ムの画像データに対応付けて前記記憶手段に予め記憶された認証情報

とに基づいて認証を行う第２ステップを有し， 

１ｄ 上記第１通信装置により，前記ユーザ情報が前記認証情報と一致す

る場合に，会員画面上で「保管中アイテム一覧」の表示が求められる

とき，前記ユーザ情報に対応する保管中アイテムの画像データを一覧

出力形式で，アイテムの顧客による識別の用に供すべく，前記通信装

置へ送信する第３ステップを有し， 

１ｅ 該第３ステップは，アイテムを識別した会員の「お預かりアイテム」

メニュー画面上での「返却する」のチェックボックスへのクリック操

作に応じて保管しているアイテムの中から選択的な返却要求を前記第

２通信装置へ送信させるようになしたウェブページに，保管している

アイテムに対応する画像データを含めて送信する 

１ｆ ことを特徴とする，保管アイテムの提示方法。 

イ 本件発明２に対応する構成 
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２ａ 会員からの前記アイテムの返却要求の受信に伴って，会員から返却

要求があった旨の情報をそのアイテムに対応付けて出力する第４ス

テップを有し， 

２ｂ 上記構成１ａから１ｅまでを備えることを特徴とする，専用クロー

クにおいて保管されているアイテムの提示方法。 

ウ 本件発明３に対応する構成 

３ａ 前記画像データは，ディジタルカメラで撮像したものであり， 

３ｂ 上記構成１ａから１ｅまでを備えることを特徴とする，専用クロー

クにおいて保管されているアイテムの提示方法。 

（２）本件発明１に関する構成要件充足性 

ア 構成要件１Ａ 

 発明の詳細な説明及び出願経過に鑑みると，「クリーニング対象の品物」

と「保管業務」は別個独立した構成要件であり，「クリーニング対象の品

物」とは，広く，クリーニング業務で扱われる品物を指す。被告サービス

は，クリーニング又はメンテナンス等の処理後の品物をも対象とし，被告

の保管するアイテムは，クリーニングするために預かった衣類であり，ク

リーニング業務で扱われる品物に該当するから，「クリーニング対象の品

物」にあたる。 

 「保管業務」とは，クリーニング対象の物品を保管することをいい，目

的，期間は限定されておらず，独自のサービスか付随したサービスかは問

わない。被告は，顧客からクリーニングするための衣類を預かり保管して

いるから，被告サービスは「保管業務」に該当する。また，被告サービス

は，クリーニング業務とは独立して，衣類を数か月から数年の期間にわ

たって保管することを前提として顧客から預かる業務に該当するため，被

告が主張する定義によったとしても，「保管業務」に該当する。 

 したがって，構成１ａは構成要件１Ａに相当し，被告方法は，構成要件
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１Ａを充足する。 

イ 構成要件１Ｂ 

 請求項１，本件明細書には，画像データの取得方法が限定されておらず，

別のパソコンや撮影装置で画像データを取得し，第１通信装置以外に画像

を保管していたとしても，いずれかの段階で第１通信装置が画像データを

得るのであれば，第１通信装置による画像データの取り込みに該当する。 

 被告方法では，撮影用端末（ノート型パソコン）がマイクロークサーバ

に接続されており，マイクロークサーバは，ノート型パソコンを通じて画

像データを得て記憶した上で，画像データを送信しているから，「第１通

信装置」に該当する。 

 したがって，構成１ｂは構成要件１Ｂに相当し，被告方法は，構成要件

１Ｂを充足する。 

ウ 構成要件１Ｃ 

 「ユーザ情報」とは，顧客に予め割り当てられているＩＤ及びパスワー

ドであり，「認証情報」とは，注文情報データベース（顧客からの注文に

関する情報を記憶するデータベース）に記憶されているＩＤのレコード，

パスワードである。「認証」とは，ユーザのログイン情報が正しいかどう

かを調べて，正しければそのクラスのアクセス権を与える，一連の処理過

程をいい，本件発明１における「認証」は，顧客に対して予め割り当てら

れているＩＤ及びパスワードと注文情報データベースがＩＤのレコード

に記述してあるパスワードとが一致するか否かを判定することをいう。 

 被告方法では，顧客に予め割り当てられているログインＩＤ及びパス

ワードが「ユーザ情報」に該当し，データベースファイルのユーザマスタ

と照合されるパスワードが「認証情報」に該当する。ログイン画面で顧客

がログインＩＤ及びパスワードを入力して送信した場合に，データベース

ファイルのユーザマスタと照合し入力されたパスワードと一致すること
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が「認証」に該当する。 

 セッションＩＤは，ログインＩＤに対してランダムに割り当てられ，

セッションＩＤを取得するためには，ログインＩＤ及びパスワードによる

認証が必要不可欠であり，被告方法においてもログインＩＤ及びパスワー

ドによって認証を行っている。ログインＩＤに対してセッションＩＤが発

行された場合，セッションＩＤの期限が切れるまでは，ログインＩＤと

セッションＩＤは１対１で対応している。仮に，被告が主張するように，

画像データがセッションＩＤと対応関係にあるとしても，期限内は，ログ

インＩＤと画像データは，セッションＩＤを通じて，対応関係にある。ま

た，仮に，ユーザー情報と認証情報の一致後，いずれかの段階で認証情報

に対応する画像データが表示されるのであれば，実質的には，「ユーザー

情報」と「品物の画像データに対応付けて記憶手段に予め記憶された認証

情報」とに基づいて認証が行われていることと変わりはない。 

 したがって，構成１ｃは，構成要件１Ｃに相当し，被告方法は，構成要

件１Ｃを充足する。 

エ 構成要件１Ｄ 

 以下のとおり，構成１ｄは構成要件１Ｄに相当し，被告方法は，構成要

件１Ｄを充足する。 

（ア）第２通信装置への「送信」 

 特許請求の範囲や本件明細書に，認証一致後に画像データを送信する

タイミングを限定する記載はないから，自動的に送信される場合も，顧

客の何らかの行為が介在して送信される場合も「送信」に含まれる。 

 したがって，構成１ｄの送信（第３ステップ）は，構成要件１Ｄの「送

信」に該当する。 

（イ）「一覧出力形式」 

ａ 一般的な文言解釈によると，「一覧出力形式」とは，「全体の概略が
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一目で分かるように処理されたデータを外部に出す形式」をいう。 

 また，本件明細書の記載によれば，「一覧」とは，所定の注文情報及

び衣類の画像データをいうと解するべきであり，「一覧出力形式」とは，

「注文情報及び衣類の画像データを外部に出す形式」をいうと解され

る。 

ｂ 「一覧出力形式」は，「全ての画像」を第２通信装置へ送信するこ

とに限定解釈されるものではない。 

 本件明細書では，サーバマシンが注文情報データベースから当該Ｉ

Ｄレコードを全て抽出することが記載されているのみであり（【００５

３】），当該ＩＤレコードを第２通信装置に出力することは記載されて

いない。ＩＤレコードと画像データは全く別個のものであり，画像デー

タについては言及されておらず，「全ての画像データを送信する」との

限定的な記載はない。閲覧が可能となる「全ての画像データ」（【００

５５】）とは，送信された全ての画像データであり，全ての画像データ

が送信されたことを指すものではない。 

 画像データ等を複数回出力することにより全ての画像データを送信

した上で，１回の表示で全ての画像データを同一画面で閲覧可能とす

ることも可能であり，結果的に全ての商品が表示されるのであれば，

顧客は適切かつ容易に返却要求をすることは可能である。 

 本件明細書には「スクロール操作することによって全ての画像デー

タを閲覧することが可能となっている。」（【００５５】）と記載されて

いるが，スクロール操作による画像データの送信方式には，第２通信

装置にデータを小分けにして送信し，その都度画像を削除することも

含まれる。スクロール操作により，その前後の画像は，表示されない

ことになり，この場合，非表示の画像の状態が画像データで残存して

いるか，削除されるかは，画像が非表示である以上実質的には異なら



 14 

ない。 

 さらに，本件明細書では，一覧出力形式において，単数の画像デー

タを送信するとも，複数の画像データを送信するとも限定していない。

顧客が画像の識別をしやすくするために画像の表示サイズを大きくす

る場合もあり，画像数，画像の大きさ，第２通信装置の端末画面の大

きさ等により，ウェブページ上の画像枚数が制限される場合もある。

その場合，単数の画像のみの出力であることもあり，「一覧出力形式」

は，「単数の画像データを送信すること」も含まれる。 

ｃ 被告方法における画像データの送信は，「一覧出力形式」に該当す

る。 

 すなわち，被告方法では，注文情報及び画像データが表示され，表

示前の段階でマイクロサーバからインターネットを介して顧客側のパ

ソコン等の外部に注文情報及び衣類の画像データを出している。した

がって，被告方法は，「注文情報及び衣類の画像データを外部に出す形

式」に該当する。 

 そして，旧被告方法の場合，顧客がそのひとつのカテゴリーを選択

すると，そのカテゴリー内の画像データが全て顧客に送信される。こ

のような画像送信は，画像データを一覧表示できるような形式で送信

するものであり，旧被告方法は，一覧出力形式に該当する。 

 また，新被告方法の場合，顧客が選択した画像が１枚ずつ送信され，

選択外の画像は送信されない。しかし，前記ａ，ｂのとおり，一覧出

力形式は，単数の画像データを送信することを排除するものではなく，

被告方法は，いずれも一覧出力形式に該当する。 

オ 構成要件１Ｅ 

 構成要件１Ｅには，返却品物の選択後に「直ちに」返却要求をすべきこ

とまでは記載されておらず，返却要求情報の送信時期について限定がなく，
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複数の行為が介在したとしても，品物の選択とそれに対応する返却要求情

報が第２通信装置から送信されれば足りる。 

 被告方法では，保管アイテムを返却するチェック欄をチェックすること

により，選択操作を行い，送信ボタンをクリックすることにより選択操作

に伴う返却要求情報を送信する。 

 したがって，構成１ｅは構成要件１Ｅに相当し，被告方法は，構成要件

１Ｅを充足する。 

カ 構成要件１Ｆ 

 構成１ｆは構成要件１Ｆに相当し，被告方法は，構成要件１Ｆを充足す

る。 

（３）本件発明２に関する構成要件充足性 

 構成２ａは構成要件２Ａに相当し，構成１ａから１ｅまでは請求項１を充

足するから，構成２ｂは構成要件２Ｂに相当し，被告方法は，構成要件２Ａ

及び２Ｂを充足する。 

（４）本件発明３に関する構成要件充足性 

 構成３ａは構成要件３Ａに相当し，構成１ａから１ｅまでは請求項１を充

足するから，構成３ｂは構成要件３Ｂに相当し，被告方法は，構成要件３Ａ

及び３Ｂを充足する。 

【被告の主張】 

 被告方法の構成は以下に述べるとおりであり，被告方法は，本件発明１から

３までの各構成要件を文言上充足するものではない。  

（１）本件発明１に関する構成要件充足性 

ア 構成要件１Ａ 

 「保管業務」とは，クリーニング業務とは独立して，衣類を数か月か

ら数年にわたって保管することを前提として顧客から預かる業務をいい，

「クリーニング対象の品物」とは，このような意味での「保管業務」に
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基づいて顧客から預かった衣類を指す。原告は，出願過程においても，

一般のクリーニング業務のように顧客からクリーニングするために衣類

を預かる行為に必然的に付随して保管を行うことは，「保管業務」に該当

しない旨主張している。 

 これに対して，被告サービスでは，顧客からクリーニングするために

衣類を預かり，これに必然的に付随する限度で保管を行うにすぎず，そ

の保管期間も通常は短期間であるから，被告サービスに基づく保管作業

は，「保管業務」に該当せず，被告が顧客から預かる衣類は「クリーニン

グ対象の品物」に該当しない。 

 したがって，被告方法は，構成要件１Ａを充足しない。 

イ 構成要件１Ｂ 

 提示者が利用する第１通信装置が，直接に画像データを得る。第１通

信装置は，画像データを記憶する第１ステップ，認証を行う第２ステッ

プ，画像データの送信を行う第３ステップを具備した装置，すなわち，

ウェブサーバである。 

 これに対して，被告方法において，画像データを得るのは，ウェブサー

バではなく写真撮影したディジタルカメラを接続したノート型パソコン

である。 

 したがって，被告方法は，構成要件１Ｂを充足しない。 

ウ 構成要件１Ｃ 

 構成要件１Ｃの文言から，① 「認証情報」は，画像データに対応付け

られていなければならず，② 「認証情報」は，認証以前に，画像データ

の記憶された記憶手段に予め記憶されていなければならない。また，「認

証情報」が画像データに対応している必要があるので，③ 認証の時点で

ユーザ情報に係る顧客の画像データが存在することが必要である。 

 これに対して，被告方法は，ユーザ情報（ログインＩＤ及びパスワー
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ド）と「認証情報」（ユーザマスタ）とに基づいて認証を行い，認証後に

ログインＩＤに対してランダムに割り当てられたセッションＩＤを発行

し，顧客が，セッションＩＤ内の顧客番号から商品を検索して，セッショ

ンＩＤに対応する預かり物の画像データを送信する。 

 したがって，データベースファイルシステムに記憶された「認証情報」

（ユーザマスタ）は画像データと対応しておらず，上記①に該当しない。

また，ログインＩＤ等による認証が行われた後でセッションＩＤが発行，

記憶されるので，「認証情報」は認証以前に予め記憶手段に記憶されてい

るわけではなく，上記②に該当しない。さらに，被告方法では，顧客が

預かり物を全く有していなくてもログインが可能であり，ログインＩＤ

にかかる顧客の預かり物の画像データの有無にかかわらず認証を行うか

ら，上記③に該当しない。 

 したがって，被告方法は，構成要件１Ｃを充足しない。 

エ 構成要件１Ｄ 

 以下のとおり，被告方法は，構成要件１Ｄを充足しない。 

（ア） 被告方法の構成 

 被告方法では，画像データと対応する認証情報に基づく認証を行わ

ないから，「前記ユーザ情報と前記認証情報が一致する場合」は存在し

ない。 

（イ） 第２通信装置への「送信」 

 「前記ユーザ情報と前記認証情報が一致する場合」には，直ちに，

顧客の操作を要することなく自動的にユーザ情報（ＩＤ及びパスワー

ド）に対応する画像データが第２通信装置へ送信されることが特許請

求の範囲や本件明細書で示された具体的構成である。 

 これに対して，被告方法においては，ログインしただけでは，セッ

ションＩＤに対応する預かり物画像が検索されることも，データベー
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スサーバから画像データが読み込まれることも，ユーザ側に画像デー

タが送信されることもない。 

（ウ） 「一覧出力形式」 

ａ 本件明細書の記載に鑑みると，「一覧出力形式」とは，ユーザ情報

に対応する複数の品物の全ての画像を，ウェブブラウザの同一画面に

おいて閲覧することができる形式をいう。 

 すなわち，「画像データの中から」との文言から，出力すべき情報は

画像データである必要がある。また，「品物の顧客による識別の用に供

すべく」としていることから，「情報」はコンピュータ等の機械ではな

く顧客が識別できる形式である必要がある。したがって，「一覧」，「出

力」，「形式」という言葉の意味を併せ考慮すると，「画像データの中か

ら，前記ユーザ情報に対応するものを一覧出力形式で」とは，「画像デー

タの中から，前記ユーザ情報に対応するもの」を，機械ではなく顧客

が，全体が一目で分かるような形で表して画像データの情報を外部へ

出すことである。 

 構成要件１Ｂでは，「複数の品物···の画像データ」とあり，品物が

複数であることを要件とし，構成要件１Ｄでは，「画像データの中から，

前記ユーザ情報に対応するもの」とあるので，あるひとつの商品の全

体像が写し出された画像ではなく，複数ある品物でユーザ情報に対応

する画像の全てが「全体」であることは明らかである。 

 顧客が複数の衣類からどの衣類の返却要求をするかを的確に判断す

るためには，顧客に対して預かり物を画像により視覚的に示し，複数

の衣類の全ての画像を同一の画面上，一目で閲覧して比較できるよう

にする必要がある。「一覧出力形式」とは，ユーザ情報（ＩＤ及びパス

ワード）に対応する画像データの全てが顧客側の通信装置に送信され，

顧客のウェブブラウザにおいてスクロール操作により一度に閲覧する
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ことができる形式であるから，認証一致の場合にユーザ情報（ＩＤ及

びパスワード）に対応する画像データが全て第２通信装置へ送信され

る必要がある。 

ｂ 本件特許の出願人であるＰ１は，出願過程において，全ての預かり

物の画像が，同一画面で閲覧可能な形式で送信され，顧客に対して提

示されることを本件各発明の特徴として主張していた。 

ｃ 被告方法における画像データの送信は，「一覧出力形式」に該当し

ない。 

 すなわち，被告方法では，各画像データは，「検品済みアイテム」，

「保管中アイテム」等にそれぞれ分けられてサーバに記録されており，

顧客が「保管中アイテム」というボタンをクリックした時，旧被告方

法では「保管中アイテム」の画像についてのみ，その全てが顧客側に

送付され，「保管中アイテム」以外のアイテムに関する画像データは

顧客側には送信されず，新被告方法では「保管中アイテム」の画像の

うち１枚のみが顧客側に送信され，「保管中アイテム」の画像のうち

のほかの画像や「保管中アイテム」以外のアイテムに関する画像デー

タは顧客側に送信されない。 

オ 構成要件１Ｅ 

 特許請求の範囲，発明の詳細な説明の記載によると，画像データが送信

された結果表示されるウェブページにおいて，返却要求を第２通信装置

に送信させるボタン（画像自体がボタンである場合も含む。）が表示され，

そのボタンをクリックした場合，直ちに第２通信装置から返却要求が送

信されなければならない。画像データが送信された結果表示されるウェ

ブページにおける品物の選択的なクリック操作によっても，返却要求が

送信されないという場合は，本件発明１では予定されていない。 

 これに対して，被告方法では，預かりアイテムページ，保管中アイテ
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ム画面で「返却オーダー確認画面へ」ボタンをクリックすると次の画面

に遷移し，返却情報を入力し，「確認」ボタンをクリックすると，次の画

面に遷移し，「送信」ボタンをクリックして初めて返却要求が第２通信装

置からサーバに送信される。被告方法においては，顧客は画面が遷移す

る間に「保管中アイテムリストに戻る」ボタンをクリックして返却要求

を送信しないこともできる。 

 したがって，被告方法は，構成要件１Ｅを充足しない。 

カ 構成要件１Ｆ 

 被告方法は，構成要件１Ａから１Ｅまでを充足しないから，構成要件

１Ｆを充足しない。 

（２） 本件発明２に関する構成要件充足性 

 被告方法は，構成要件１Ｅのアイテムの返却要求を受信しないから，構成

要件２Ａを充足しない。 

 また，被告方法は，本件発明１の各構成要件を充足しないから，構成要件

２Ｂも充足しない。 

（３） 本件発明３に関する構成要件充足性 

 被告方法の画像データはユーザ情報（ＩＤ及びパスワード）に対応してい

ないから，「前記画像データ」に該当せず，被告方法は，構成要件３Ａを充

足しない。 

 また，被告方法は，本件発明１及び２の各構成要件を充足しないから，構

成要件３Ｂも充足しない。 

１－２ 争点１－２（被告装置は，本件発明４から６までの各構成要件を文言

上充足するか）について 

【原告の主張】 

 以下のとおり，被告装置は，本件発明４から６までの各構成要件を文言上

充足する。 
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（１）被告装置の構成 

 被告装置の構成を，本件発明４から６までの各構成要件に対応させて表現

すると，旧被告装置，新被告装置のいずれも，以下のとおりとなる。 

 なお，コンピュータを起動させるためには，プログラムが必要不可欠であ

り，被告装置は，被告方法を行うための機能を有しているのであるから，被

告方法のプログラムが組み込まれているといえる。 

ア 本件発明４に対応する構成 

４ａ 会員が所有又は管理する衣料等のアイテムをクリーニング又はメ

ンテナンスした後に専用クロークにおいて保管する保管業務において，

保管アイテムの内容をインターネットを介して会員に提示し， 

４ｂ 会員から預かった複数のアイテムの画像データを得て，該複数のア

イテムの画像データを記憶させる記憶手段を備え， 

４ｃ 会員が直接利用するウェブブラウザ機能を備えた第２通信装置か

ら受信するユーザ情報と前記複数のアイテムの画像データに対応付け

て前記記憶手段に予め記憶された認証情報とに基づいて認証を行う認

証手段を有し， 

４ｄ 前記ユーザ情報が前記認証情報と一致する場合に，会員画面上で

「お預かりアイテム」メニューの表示が求められるとき，前記ユーザ

情報に対応する保管中アイテムの画像データを一覧出力形式で，アイ

テムの会員による識別の用に供すべく，前記通信装置へ送信する送信

手段を有し， 

４ｅ 該送信手段は，アイテムを識別した会員の「返却する」チェックボッ

クスをクリックし，メニュー画面上でのクリック操作に応じて保管し

ているアイテムの中から選択的な返却要求を前記第２通信装置へ送信

させるようになしたウェブページに，保管しているアイテムに対応す

る画像データを含めて送信すべくなしてある 
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４ｆ ことを特徴とする，専用クロークにおいて保管されているアイテム

の提示装置。 

イ 本件発明５に対応する構成 

５ａ 会員からの前記アイテムの返却要求の受信に伴って，会員から返却

要求があった旨の情報をそのアイテムに対応付けて出力する出力手段

を備え， 

５ｂ 上記構成４ａから４ｅまでを有することを特徴とする，専用クロー

クにおいて保管されているアイテムの提示装置。 

ウ 本件発明６に対応する構成 

６ａ 会員から預かったアイテムの画像データを撮像するディジタルカ

メラを備え， 

６ｂ 前記記憶手段は，前記ディジタルカメラにより撮像されたアイテム

の画像データを記憶すべくなしてあり， 

６ｃ 上記構成４ａから４ｅまでを有することを特徴とする，専用クロー

クにおいて保管されているアイテムの提示装置。 

（２） 本件発明４に関する構成要件充足性 

 本件発明４は本件発明１の構成要件に係る各要素をその内容とする装置で

ある。 

 被告装置は，被告方法の構成１ａから１ｆまでに係る各要素をその内容と

する装置であり，被告方法は，本件発明１の各構成要件を充足する。 

 したがって，被告装置は，本件発明４の各構成要件を充足する。 

（３） 本件発明５に関する構成要件充足性 

 本件発明５は本件発明２の構成要件に係る各要素をその内容とする装置で

ある。 

 被告装置は，被告方法の構成２ａ及び２ｂに係る各要素をその内容とする

装置であり，被告方法は，本件発明２の各構成要件を充足する。 
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 したがって，被告装置は，本件発明５の各構成要件を充足する。 

（４） 本件発明６に関する構成要件充足性 

 本件発明６は本件発明３の構成要件に係る各要素をその内容とする装置で

ある。 

 被告装置は，被告方法の構成３ａ及び３ｂに係る各要素をその内容とする

装置であり，被告方法は，本件発明３の各構成要件を充足する。 

    したがって，被告装置は，本件発明６の各構成要件を充足する。 

【被告の主張】 

 以下のとおり，被告装置は，本件発明４から６までの各構成要件を文言上充

足するものではない。 

（１）被告装置の構成 

 被告装置は汎用的なパソコン，データベースサーバ等であり，被告方法に

係るプログラム等が組み込まれた場合に初めて被告方法と同様の構成を有

するにすぎない。原告の主張する被告装置は，被告方法に係るプログラム等

が組み込まれている旨の記載がない。 

（２）本件発明４に関する構成要件充足性 

 被告方法が本件発明１の各構成要件を充足しないから，被告装置は，本件

発明４の各構成要件を充足しない。 

（３）本件発明５に関する構成要件充足性 

 被告方法が本件発明４の各構成要件を充足しないから，被告装置は，本件

発明５の各構成要件を充足しない。 

（４）本件発明６に関する構成要件充足性 

 被告方法が本件発明４及び５の各構成要件を充足しないから，被告装置は，

本件発明６の各構成要件を充足しない。 

１－３ 争点１－３（被告方法及び被告装置は，本件各発明と均等なものとして，

その技術的範囲に属するか）について 
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【原告の主張】 

 仮に，被告方法及び被告装置が，複数の品物の画像データを第２通信装置へ

送信する際の「一覧出力形式」の有無について，本件各発明と相違するとして

も，以下のとおり，被告方法及び被告装置は，本件各発明と均等なものとして，

その技術的範囲に属する。 

（１）上記の相違点が本件各発明の非本質的部分であること 

 本件各発明の課題及び効果に鑑みると，本件特許の技術的思想の中核的，

特徴的な部分は，預かり物の画像データを品物の顧客の識別の用に供する

ために送信し，顧客が当該画像データにつき，クリック操作により品物の選

択的な返却要求を行う点にあり，顧客は，預けている衣類を正確に把握

できればよい。結果として，全ての預かり物の画像が表示される限り，

預かり物の画像データが顧客の識別に供されることには変わりがなく，

その画像データが全て送信され表示されるのか，それとも，ひとつの

データのみが送信され表示されるのか，すなわち，一覧出力形式か否か

という相違点は，本件各発明の本質的部分ではない。  

（２）置換可能性 

 本件各発明の作用効果は，衣類等のクリーニング対象物の保管業務を行う事

業者が，顧客から預かっている対象物の内容を遠隔地の顧客に対して画像で

視覚的に示すことができるばかりでなく，顧客が預けている対象物の中から

自分が所望しているものを容易かつ的確に事業者に知らしめることができ，

しかも，通信により，事業者と顧客との間の速やかな応答が期待できる点に

ある。 

 被告方法において，顧客がトップページで選択したアイテムについての画

像データのみが送信されたとしても，顧客に対して，預かっているアイテム

の内容を遠隔地の顧客に対して画像で視覚的に示すことができ，顧客が選択

しなかったアイテムを改めて選択しさえすれば，当該アイテムを顧客に示す
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ことができる。顧客も預けているアイテムの中から自分が所望しているもの

を容易かつ的確に事業者に知らしめることができる。画像データはインター

ネット通信を通じて送信されるから，事業者と顧客との間で速やかな応答を

期待することができる。 

 したがって，一覧出力形式という相違点を置き換えたとしても，本件各発

明の目的を達することができ，同一の作用効果を奏することができる。 

（３）置換容易性 

 旧被告方法は，画像データを「検品済みアイテム」，「保管中アイテム」，「保

管期限間近のアイテム」，「返却処理済みアイテム」の４つのカテゴリーに分

けてサーバに記録し，顧客が１つのカテゴリーを選択した場合，そのカテゴ

リー内の画像が全て送信されるが，それ以外のカテゴリーの画像は送信され

ない。カテゴリーを分けることは，預かっているアイテムのその属性に応じ

て区別し，細分化して整理しているだけであり，顧客からの預かり物である

点では異ならない。 

 新被告方法は，１つのカテゴリー内の選択した画像のみが送信されるが，

選択していない画像及びそのカテゴリー以外の画像は送信されない。 

 新被告方法は，複数表示していたものを単数表示にしていることから，新

被告方法の画像送信方法は技術の後退，陳腐化を招いている。 

 送信する画像データを複数にするか単数にするかなど，送信する画像デー

タの数を調節することは，当業者にとって，技術常識である。 

 したがって，当業者であれば，上記の相違点を置き換えることに，容易に

想到することができる。 

（４）被告方法及び被告装置の構成が公知技術から容易に推考されないこと 

 本件特許は，ビジネスモデル特許であり，先行発明が存在しないから，公

知技術との同一性又は容易推考性は存しない。 

（５）意識的除外事由など特段の事情はないこと 
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 Ｐ１は，出願過程において，画像が同一画面で同一機会に提示されること

については言及しておらず，識別しやすい一覧形式やクリック操作による返

却要求が全ての画像の表示を前提としているわけではない。 

 したがって，出願過程において，あえて全ての画像以外の表示を除外した

ものではない。 

【被告の主張】 

 以下のとおり，被告方法及び被告装置は，本件各発明と均等なものではない。 

（１）前記相違点（複数の品物の画像データを第２通信装置へ送信する際の「一

覧出力形式」の有無）が本件各発明の本質的部分であること 

 本件各発明は，顧客が，自分が預けている衣類がどのようなものであった

かを忘れてしまうことがあるため，顧客から預かっているクリーニング対象

の品物がどのようなものであるか，記憶を喚起する方法として，コンピュー

タネットワークを用いてその画像を顧客に対して提示することができるよ

うにしているところ，預かり物の画像が同一画面で表示されないのでは，記

憶を喚起するという目的を達することはできない。また，顧客は，画面上に

おける所定のクリック操作に応じて品物の選択的な返却要求をするには，預

かり物の種類やサイズ，色等を識別しやすいように，全ての預かり物の画像

が同一画面で閲覧可能である必要がある。 

 したがって，画像データの全てが一目で分かるようにする「一覧出力形式」

で第２通信装置へ送信されるという要件は，本件各発明における本質的部分

である。 

（２）置換可能性 

 本件各発明では認証一致により当然に全ての預かり物の画像が同一画面

で表示されるのに対して，旧被告方法においては，ログイン後に「保管中ア

イテム一覧」をクリックし，新被告方法においては，さらに保管中アイテム

画面で自己の選択するアイテムをクリックして初めて，顧客が所望する画像
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が表示されるのであり，表示される画像も自己の選択した画像のみである。

自分が預けた衣類を忘れてしまっている可能性がある顧客に対して，預かっ

ているクリーニング対象の品物の一部を示しても，当該顧客はほかの預かり

物の存在を識別することができないから，「一覧出力形式」とそうでないも

のとの間で作用効果が異なる。 

（３）置換容易性 

 旧被告方法のように，一定のカテゴリーに分けてそれ以外のカテゴリーの

画像を送信しないこととするためには，顧客のニーズに合わせてどのような

カテゴリーを設けるかを検討した上で，ユーザ情報に対応する品物の画像

データを複数のカテゴリーに区分し，認証が一致した場合にどのカテゴリー

の画像データが送信されるのか，顧客が送信されなかった画像の送信を求め

る場合，ほかのカテゴリーの画像データはどのような条件で送信されるのか，

既に送信されている画像を消去するのか否か等を，事前に設定しなければな

らないなど，複雑な設計が要求される。また新被告方法のように，一定のカ

テゴリー内の画像データのうち１枚のみが送信される場合には，どの１枚が

送信され，同一カテゴリー内のほかの画像データはどのような条件で送信さ

れるのかを事前に設定する必要があり，更に複雑な設計が要求される。 

 したがって，本件各発明の「一覧出力形式」という記載から，当業者が，

画像の一部が表示される形式に容易に想到することができるとはいえない。 

（４）被告方法及び被告装置の構成が公知技術から容易に推考されるものであ

ること 

 後記２－１【被告の主張】のとおり，クリーニング業者が顧客に対して預

かり物の画像を提示することは，当業者であれば容易に想到し得たと認めら

れるから，被告方法及び被告装置についても，公知技術から容易に推考され

るものである。 

（５）意識的除外 
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 Ｐ１は，本件特許の出願過程において，画像データが「一覧出力形式」で

あることを従来技術とは異なる点として強調していたから，「一覧出力形式」

以外の形式での送信は，特許請求の範囲から意識的に除外されたものに当た

る。 

２－１ 争点２－１（本件各発明は，当業者が，本件特許出願前に頒布された

乙６公報に記載された発明に基づいて，容易に発明をすることができたもの

であるか）について 

【被告の主張】  

 以下のとおり，本件各発明は，出願前に頒布された乙６公報に記載された

発明に，特開２０００－２０５８９号公報（以下「乙７公報」という。）に記

載された発明（以下「乙７発明」という。）及び特開平１０－１９０８７９号

公報（以下「乙８公報」という。）に記載された発明（以下「乙８発明」とい

う。）を適用することによって，当業者が容易に発明をすることができたもの

であるから，本件各発明は進歩性を欠き，本件特許は特許無効審判により無

効にされるべきものである。 

（１）本件発明１ 

ア 乙６－１発明 

 乙６公報には，以下の発明（乙６－１発明）が記載されている。 

 クリーニング業務における顧客からの預かり物の内容をネットワーク

を通じてクリーニング工場に提示する預かり物の提示方法であって， 

 提示者が利用する第１通信装置により， 

 顧客から預かった品物の画像データを得て，該品物の画像データを記憶

手段に記憶する第１ステップと， 

 前記記憶手段に記憶された前記品物の画像データの中から，顧客番号に

対応するものを，クリーニング工場による識別の用に供すべくクリーニン

グ工場が直接利用するウェブブラウザ機能を備えた第２通信装置へ送信
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する第２ステップと 

 を有することを特徴とする預かり物の提示方法。 

イ 乙６－１発明と本件発明１との対比 

（ア）一致点 

ａ 一致点１ 

 両発明は，いずれも，「クリーニング業務における顧客からの預か

り物の内容をネットワークを通じてクリーニング工場など提示者の

相手方に提示する預かり物の提示方法」である。 

ｂ 一致点２ 

 両発明は，いずれも，提示者が利用する第１通信装置が「顧客から

預かった品物の画像データを得て，該品物の画像データを記憶手段に

記憶するステップ」を有する。 

ｃ 一致点３ 

 両発明は，いずれも，提示者が利用する第１通信装置が「前記記憶

手段に記憶された前記品物の画像データの中から，顧客番号に対応す

るものを，品物のクリーニング工場による識別の用に供すべく提示者

の相手方が直接利用するウェブブラウザ機能を備えた第２通信装置へ

送信するステップ」を有する。 

（イ）相違点 

ａ 相違点１ 

 本件発明１がクリーニング対象の品物の保管業務に限定されるの

に対し，乙６－１発明はそのような保管業務に限定されない。 

ｂ 相違点２ 

 本件発明１が，顧客が直接利用するウェブブラウザ機能を備えた第

２通信装置から受信するユーザ情報と複数の品物の画像データに対

応付けて記憶手段に予め記憶された認証情報とに基づいて認証を行
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うステップを有するのに対し，乙６－１発明は，そのようなステップ

を有しない。 

ｃ 相違点３ 

 本件発明１が，第２通信装置に送信される画像データについて一覧

出力形式をとっているのに対し，乙６－１発明は，そのような形式を

とっていない。 

ｄ 相違点４ 

 本件発明１では，第２通信装置が「品物を識別した顧客の画面上に

おける所定のクリック操作に応じて品物の選択的な返却要求を前記

第２通信装置から送信させるようになしたウェブページに，前記品物

に対応する画像データを含めて送信する」のに対し，乙６－１発明で

は，そのようにはなっていない。 

ウ 容易想到性 

（ア）相違点１ 

 顧客が，自分が預けている衣類がどのようなものであったかを忘れて

しまうことがあるという課題は，クリーニング対象の品物の保管業務に

固有の課題ではなく，一般のクリーニング業務においても発生している

課題であるから，本件発明１の対象業務を「クリーニング対象の品物の

保管業務」に限定するのは単なる用途変更にすぎない。 

 両発明の預かり物は，クリーニング業者が預かったクリーニング対象

の品物である点で変わりがなく，単に保管期間の長短があるにすぎない

から，乙６－１発明に基づいて，本件発明１を容易に想到することがで

きる。 

（イ）相違点２ 

 乙７発明は，情報通信ネットワークを用いて消費者に対して作成中の

時計のデザイン等を提供するシステムに関するものである。乙７発明で
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は，時計メーカーが，インターネットのホームページに消費者ごとに当

該消費者が注文した腕時計の作成状況を入力し，消費者は自己の名前，

電話番号を検索のキーワードとすることにより自ら注文した時計の作

成状況を監視することができる。乙７発明において，作成状況データに

付与された氏名及び電話番号は「記憶手段に予め記憶された認証情報」

と対応し，消費者がデジタルカメラで撮影したデジタル画像を用いたオ

リジナルデザインを文字板に配置した画像を表示させることもあり得

るから，複数の腕時計の画像データと対応した「記憶手段に予め記憶さ

れた認証情報」は示唆されている。 

 また，乙８発明は，消費者が実際に通信をしなくても特定の相手方か

ら通信要求があった旨を知ることができるなどの通信端末に関する発

明であり，通信回線を利用する点で，乙７発明と共通する。乙８公報に

は，注文した商品に関する情報を逐次顧客に提供するというサービスが，

時計デザインに関するものに限らず，書店，クリーニング店，家電修理

工場等の様々な業者で行われている旨が記載されている。 

 したがって，画像データと対応した認証情報の存在を示唆する乙７発

明を乙６－１発明（クリーニング店における預かり物の画像データ提供

システム）に適用し，乙７発明の検索のキーワードである名前，電話番

号を，ユーザ情報（ＩＤ及びパスワード）に置き換え，画像データを顧

客の名前，電話番号ではなくユーザ情報に対応させることは，当業者で

あれば容易に想到し得る。 

（ウ）相違点３ 

 乙７公報には，消費者が複数の完成した腕時計を同一画面上で比較表

示させることにより，自らが作成した複数の腕時計を容易に比較検討す

ることができる旨が記載されている。 

 したがって，乙７発明を乙６－１発明に適用して，本件発明１におけ
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る画像データの一覧出力形式に置き換えることも，当業者であれば容易

に想到し得る。 

（エ）相違点４ 

 乙７発明には，消費者からの返却要求を送信させるようになしたウェ

ブページに相当するものが存在しないが，時計メーカーが消費者に対し

て完成した時計を提供する手段，段階が存在することは明らかであり，

消費者からの返却要求を待ってから時計を消費者に提供することが予

定されている。また，届け先の氏名，住所等の入力は情報通信システム

を用いて表示される画面において行うため，消費者からの返却要求も当

然に情報通信システムを用いて表示される画面上で行うことが予定さ

れている。乙７公報には複数の腕時計の画像データが記憶されているこ

とを前提とした記載があり，完成した時計を消費者に提供するための要

求も腕時計ごとに行うことが予定されている。 

 したがって，乙７発明を乙６－１発明に適用することにより，情報通

信システムを用いて表示される画面上で行う選択的な返却要求を想到

することは当業者にとって容易である。 

（２）本件発明２ 

ア 乙６－２発明 

 乙６公報には，以下の発明（乙６－２発明）が記載されている。 

 クリーニング業務における顧客からの預かり物の内容をネットワーク

を通じてクリーニング工場に提示する預かり物の提示方法であって， 

 提示者が利用する第１通信装置により， 

 顧客から預かった品物の画像データを得て，該品物の画像データを記憶

手段に記憶する第１ステップと， 

 前記記憶手段に記憶された前記品物の画像データの中から，顧客番号に

対応するものを，クリーニング工場による識別の用に供すべくクリーニン
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グ工場が直接利用するウェブブラウザ機能を備えた第２通信装置へ送信

する第２ステップと 

 を有することを特徴とする預かり物の提示方法。 

イ 乙６－２発明と本件発明２との対比 

（ア）一致点 

 前記(１)イ(ア)のとおりである。 

（イ）相違点 

ａ 相違点１から４まで 

 前記(１)イ(イ)のとおりである。 

ｂ 相違点５ 

 本件発明２が，顧客からの品物の返却要求の受信に伴って，顧客か

ら返却要求があった旨の情報をその品物に対応付けて出力するス

テップを有するのに対し，乙６－２発明は，そのようなステップを有

しない。 

ウ 容易想到性 

（ア）相違点１から４まで 

 前記(１)ウのとおりである。 

（イ）相違点５ 

 本件発明２において，「顧客からの前記品物の返却要求の受信に伴って，

顧客から返却要求があった旨の情報をその品物に対応付けて出力する第

４ステップ」を設けたのは，事業者と顧客との間の速やかな応答が期待

できるためである。 

 乙７発明において，消費者が返却要求をしたにもかかわらず，時計

メーカーがこの要求を直ちに認識することができないのでは，返却要求

の意味がない。消費者と時計メーカーとの間の速やかな応答のためには，

時計メーカー側で消費者からの返却要求があった場合にはその情報を当
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該品物に対応付けて出力することが必要である。 

 したがって，乙７発明から，情報通信システムを用いて表示される画

面上における，消費者による選択的な返却要求及びこれに対応する情報

の出力を想到し，これを乙６－２発明に応用することは当業者にとって

容易である。 

（３）本件発明３ 

ア 乙６－３発明 

 乙６公報には，以下の発明（乙６－３発明）が記載されている。 

 クリーニング業務における顧客からの預かり物の内容をネットワーク

を通じてクリーニング工場に提示する預かり物の提示方法であって， 

 提示者が利用する第１通信装置により， 

 顧客から預かった品物の画像データを得て，該品物の画像データを記憶

手段に記憶する第１ステップと， 

 前記記憶手段に記憶された前記品物の画像データの中から，顧客番号に

対応するものを，クリーニング工場による識別の用に供すべくクリーニン

グ工場が直接利用するウェブブラウザ機能を備えた第２通信装置へ送信

する第２ステップと 

 を有し， 

 前記画像データは，ディジタルカメラで撮像したものであることを特徴

とする預かり物の提示方法。 

イ 乙６－３発明と本件発明３との対比 

（ア）一致点 

 前記(１)イ(ア)の一致点に加え，両発明は，いずれも，画像データが

ディジタルカメラで撮像したことを特徴とする。 

（イ）相違点 

 前記(１)イ(イ)及び(２)イ(イ)のとおりである。 
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ウ 容易想到性 

 前記(１)ウ及び(２)ウのとおりである。 

（４）本件発明４ 

ア 乙６－４発明 

 乙６公報には，以下の発明（乙６－４発明）が記載されている。 

 クリーニング業務における顧客からの預かり物の内容をネットワーク

を通じてクリーニング工場に提示する預かり物の提示装置であって， 

 提示者が利用する第１通信装置により， 

 顧客から預かった品物の画像データを得て，該品物の画像データを記憶

手段に記憶する記憶手段と， 

 前記記憶手段に記憶された前記品物の画像データの中から，顧客番号に

対応するものを，クリーニング工場による識別の用に供すべくクリーニン

グ工場が直接利用するウェブブラウザ機能を備えた第２通信装置へ送信

する送信手段と 

 を有することを特徴とする預かり物の提示装置。 

イ 乙６－４発明と本件発明４との対比 

 一致点及び相違点は，前記(１)イのとおりである。 

ウ 容易想到性 

 前記(１)ウのとおりである。 

（５）本件発明５ 

ア 乙６－５発明 

 乙６公報には，以下の発明（乙６－５発明）が記載されている。 

 クリーニング業務における顧客からの預かり物の内容をネットワーク

を通じてクリーニング工場に提示する預かり物の提示装置であって， 

 提示者が利用する第１通信装置により， 

 顧客から預かった品物の画像データを得て，該品物の画像データを記憶
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手段に記憶する記憶手段と， 

 前記記憶手段に記憶された前記品物の画像データの中から，顧客番号に

対応するものを，クリーニング工場による識別の用に供すべくクリーニン

グ工場が直接利用するウェブブラウザ機能を備えた第２通信装置へ送信

する送信手段と 

 を有することを特徴とする預かり物の提示装置。 

イ 乙６－５発明と本件発明５との対比 

 一致点及び相違点は，前記(１)イ及び(２)イのとおりである。 

ウ 容易想到性 

 前記(１)ウ及び(２)ウのとおりである。 

（６）本件発明６ 

ア 乙６－６発明 

 乙６公報には，以下の発明（乙６－６発明）が記載されている。 

 クリーニング業務における顧客からの預かり物の内容をネットワーク

を通じてクリーニング工場に提示する預かり物の提示装置であって， 

 提示者が利用する第１通信装置により， 

 顧客から預かった品物の画像データを得て，該品物の画像データを記憶

手段に記憶する記憶手段と， 

 前記記憶手段に記憶された前記品物の画像データの中から，顧客番号に

対応するものを，クリーニング工場による識別の用に供すべくクリーニン

グ工場が直接利用するウェブブラウザ機能を備えた第２通信装置へ送信

する送信手段と 

 を有し， 

 顧客から預かるべき品物又は顧客から預かった品物の画像データを撮

像するディジタルカメラを更に備え，前記記憶手段は，前記ディジタルカ

メラにより撮像された画像データを記憶すべくなしてあることを特徴と
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する預かり物の提示装置。 

イ 乙６－６発明と本件発明６との対比 

（ア）一致点 

 前記(１)イ(ア)に加え，両発明は，いずれも，画像データがディジタ

ルカメラで撮像したことを特徴とする。 

（イ）相違点 

 前記(１)イ(イ)及び(２)イ(イ)のとおりである。 

ウ 容易想到性 

 前記(１)ウ及び(２)ウのとおりである。 

【原告の主張】 

 以下のとおり，本件各発明は，乙６公報に記載された発明に基づいて，当

業者が容易に発明することができたものではない。 

（１）本件発明１ 

ア 乙６－１発明と本件発明１との対比 

 被告が主張する一致点は，次の点において相違する。 

（ア）一致点１における相違点 

 本件発明１は，預かり物の内容をインターネットを介して顧客に提示

する預かり物の提示方法であり，提示者と外部の第三者である顧客との

間での預かり物の提示方法である。 

 これに対し，乙６－１発明は，クリーニング業種向けのＰＯＳシステ

ムであり，商品取次店とクリーニング工場という内部関係に限定されて

いる。 

 したがって，両発明は，提示先が異なる。 

（イ）一致点２における相違点 

 本件発明１における提示画像は，預けた品物がどの品物であるかを顧

客が識別できるような画像であればよい。本件発明１では，全ての画像



 38 

データを記録し，これらの全てを提示することによっても商取引上の不

利益は生ぜず，かえって顧客の利便性が向上される。 

 これに対し，乙６－１発明における「品物の画像データ」は，サービ

ス提供者が，クレーム対応のために，顧客から預かった品物の預けた時

点での状態を記録しておくためのものであり，品物の汚れ，しみ，傷，

ボタン取れ等まで判別できるほど高解像度の画像データである必要が

ある。また，乙６－１発明では，その目的から，「品物の画像データ」

は汚れ等の問題のある商品に限定され，預かった時点で何も問題のない

品物の画像を記録し保管することはサービス提供者にとっても商取引

上不利益となる。 

 したがって，両発明の「品物の画像データ」は，技術的意義が異なる。 

（ウ）一致点３における相違点 

 本件発明１は，商品画像と顧客情報は関連付けられている。また，本

件発明１における第２通信装置は，顧客がいつでも直接利用でき，その

ためのウェブブラウザ機能を具備するものであり，顧客は，提供者から

送信される商品画像をどこでも閲覧することができる。 

 これに対し，乙６－１発明は，顧客から預かった商品の預かった時点

での商品の状態を画像として残しておくものであり，顧客とその商品と

の整合性は問題とならず，商品画像と顧客情報は関連付けられていない。

また，乙６－１発明においても，仮に提示者の相手方に顧客が含まれ，

顧客は，取次店の店員の操作により取次店用端末を利用して商品画像を

閲覧することが可能であったとしても，乙６－１発明における第２通信

装置では，取次店の営業時間外等に顧客がいつでも，どこからでも商品

画像を閲覧することができるような構成とはなっていない。 

イ 容易想到性 

（ア）相違点１ 
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 乙６－１発明には，保管業務に関する課題を示唆するような記載がな

い。また，一般のクリーニングの場合，引き取りが予定より遅れた場合，

顧客が預けているクリーニング品を選択的に引き取りに来店すること

が行われているが，これはあくまでも例外的であって，一般のクリーニ

ング業務における通常の「業務」には該当しない。 

 したがって，本件発明１の課題は固有の課題であるといえ，単なる用

途変更ではない。 

（イ）相違点２ 

 乙７発明では，作成状況データは，「予め記憶された認証情報」と対

応付けられておらず，乙７公報には，認証情報を示唆する記載がない。

乙８発明では，サーバからの一方的な連絡，通知のみで足り，ユーザー

認証の必要性もなく，乙８公報には，認証情報が開示されていない。      

また，乙７公報及び乙８公報には，複数の品物の画像データが記憶され

ていることを示唆する記載もない。 

（ウ）相違点３ 

 乙７発明は，腕時計の作成状況を監視することを目的とし，消費者が

独自にデザインしたものが複数あれば，それらのデザインにより完成し

た腕時計を同一画面上で比較表示させるものであり，表示される数も限

定される。 

 これに対し，本件発明１における「一覧出力形式」は，複数の預かり

物の内容，注文情報，画像を出力するもので，保管されている預かり物

を顧客に認識させることを目的としている。 

 このように，乙７発明の「比較表示」と本件発明１の「一覧出力形式」

は，技術的意味もその内容も異なる。 

（エ）相違点４ 

 本件発明１における保管業務では，顧客は預けているクリーニング品
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をできるだけ長く預けておきたいはずであるから，必要なものだけを選

択的に引き取ることは，保管業務の特有の課題となり，品物の選択的な

返却要求を顧客に容易に行わしめることとされている。 

 しかし，乙７公報及び乙８公報のいずれにも「選択的な返却要求」と

いう記載はなく，「品物に対応する画像データを含めて送信する」こと

についても記載がない。 

（２）本件発明２から６まで 

 相違点５に相当する構成は，乙６公報，乙７公報及び乙８公報のいずれに

も示唆されておらず，当業者における慣用技術でもない。 

 前記(１)と同様に，本件発明２から６までについても，乙６発明，乙７発

明及び乙８発明から，容易に想到できるものではない。 

２－２ 争点２－２（本件特許は，サポート要件に違反するものであるか）に

ついて 

【被告の主張】 

 仮に，原告が主張するように，「一覧出力形式」が「注文情報及び衣類の画

像データを外部に出す形式」であれば足り，画像の全てではなく一部が第２通

信装置へ送信される形式を含むのであれば，顧客がスクロール操作することに

よって全ての画像データを閲覧することが可能であるという，発明の詳細な説

明に記載されている形式以外の出力形式も含まれることになる。 

 発明の詳細な説明には，データベースからの読込段階，サーバマシンにおけ

るウェブページの生成段階，クライアントマシンへの送信段階，ウェブブラウ

ザへの表示段階のいずれの段階においても，複数存在する画像データを選別す

る基準や構成は記載されておらず，画像データの選別をいずれの段階で行うの

かも，不明である。当業者が，発明の詳細な説明の記載によって，出願時の技

術常識に照らし，自己の預かり物を忘れている顧客に対して預かり物の画像を

視覚的に示すという本件各発明の課題を解決できると認識できるとはいえない。 
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 したがって，本件特許は，サポート要件に違反する。 

【原告の主張】 

 発明の詳細な説明における「全ての画像データ」とは，送信された全ての画

像データであり，全ての画像データが送信されたことを指すものではない。 

 したがって，本件特許は，サポート要件に違反するものではない。 

３ 争点３（損害額）について 

【原告の主張】 

（１）特許法１０２条１項の損害 

 原告が本件各発明を利用して運営する預かりサービスであるハッピーワー

ドローブにおいて，預かり品１件当たりの平均売上額は，別紙平均単価計算

書のとおり６４６円である。 

 顧客からの預かり品を保管するクリーンルームでは，預かり品の多寡に

よって管理費用等の経費が増減するものではなく，変動経費を観念すること

ができない。したがって，預かり品の単位数量当たりの原告の利益は６４６

円である。 

 被告サービスの年間利用件数は５万件であり，被告は，被告サービスによっ

て，年間３２３０万円（平均単価６４６円×５万件）の利益を受けている。

被告が平成２１年１２月１６日以降，約３年５か月にわたって被告サービス

によって得た利益は，１億１０３５万８３３３円（３２３１万７９４１円×

３年５か月）である。原告は，被告による侵害行為がなければ同額のサービ

スを提供して利益を得ることができたはずであるから，原告が被った損害は，

１億１０３５万８３３３円である。 

（２）特許法１０２条２項の損害 

 前記(１)のとおり，原告の預かり品１件当たりの利益は６４６円であるが，

被告サービスにおける利益も同額であると推定される。 

 前記(１)のとおり，被告は，被告サービスによって年間３２３０万円の利
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益を受けており，被告が平成２１年１２月１６日以降，約３年５か月にわたっ

て被告サービスによって得た利益は，１億１０３５万８３３３円である。 

 したがって，原告は，同額の損害を受けたと推定される。 

（３）特許法１０２条３項の損害 

 本件各発明の実施に対し受けるべき金銭の額は，被告サービスによって被

告が得た利益の１０％である。 

 被告サービスによって被告が得ている利益は，前記(１)のとおり１億１０

３５万８３３３円である。 

 したがって，原告が本件各発明の実施に対し受けるべき金銭の額に相当す

る額は，１１０３万５８３３円であり，原告は，少なくとも，同額の損害を

被った。 

（４）弁護士費用 

 前記の損害額１億１０３５万８３３３円の１０％に相当する弁護士費用１

１０３万５８３３円は，本件特許権侵害と相当因果関係のある損害である。 

【被告の主張】 

 否認ないし争う。 

 本件特許権が原告に譲渡されたのは平成２２年２月１９日であるから，平

成２１年１２月１６日から平成２２年２月１８日までの被告の行為に基づく

損害賠償請求は認められない。 

（１）特許法１０２条１項の損害 

 原告がハッピーワードローブにおいて本件各発明を利用していることは不

知。 

 原告が主張する売上げは，預かり物保管の対価であり，預かり物の提示方

法に関するシステム又は装置の利用の対価ではない。預かり物の多寡により

保管場所の賃料，光熱費，人件費，広告費等が変動するから，管理費用等の

経費が増減しないとはいえない。 



 43 

 特許法１０２条１項は，侵害者が「侵害の行為を組成した物を譲渡したと

き」に適用されるところ，被告サービスは「物」ではないし被告サービスを

「譲渡」もしていない。原告のサービスも「物」ではないし，原告が主張す

る売上げや利益は，預かり物保管の対価であり，預かり物の提示方法に関す

るシステム又は装置の利用の対価ではないから「物の単位数量当たりの利益」

を観念できない。 

（２）特許法１０２条２項の損害 

 預かり品１件当たりの平均単価は不知。 

 原告の主張する平均単価は，預かり物の提示方法に関するシステム又は装

置の利用の対価ではない。 

 被告サービスの利用は無料であり，被告サービスによる被告の利益は０円

であるから，特許法１０２条２項により原告の損害は０円と推定される。 

（３）特許法１０２条３項の損害 

 前記(２)のとおり，被告サービスによる被告の利益は０円である。 

第４  当裁判所の判断 

 被告方法及び被告装置は，本件各発明の各構成要件のうち，「一覧出力形式」と

の構成要件（構成要件１Ｄ及び４Ｄ）を文言上充足すると認めることができない

（争点１－１及び１－２に対する判断）。また，被告方法及び被告装置について，

本件各発明と均等なものとして，その技術的範囲に属すると認めることもできな

い（争点１－３に対する判断）。 

 以下，その理由を説明する。 

１ 争点１－１（被告方法は，本件発明１から３までの各構成要件を文言上充足

するか）に対する判断 

 以下のとおり，被告方法は，本件発明１から３までの各構成要件のうち，「一

覧出力形式」との構成要件（構成要件１Ｄ）を文言上充足すると認めることが

できない。 
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（１）「一覧出力形式」の意義 

ア 本件明細書の記載 

 本件明細書には，概ね以下の記載がある（甲３）。 

（ア）発明の属する技術分野 

 本件各発明は，クリーニング対象となる品物の保管業務を行う事業者

が顧客から預かっている品物の画像をインターネットを介して提示する

方法，並びにその実施に使用する装置及びシステムに関するものである

（【０００１】）。 

（イ）発明が解決しようとする課題 

 クリーニング対象の品物の保管業務においては，注文伝票の番号とク

リーニング工場における処理の際の識別番号とが異なるため，衣類の数

量，種類等が多い場合，衣類の現品との照合に手間取ることがある。特

に，保管業務では衣類を数か月から数年の期間にわたって保管すること

が普通であるため，顧客が，自分が預けている衣類がどのようなもので

あったかを忘れてしまうことがある（【０００７】，【０００８】）。このよ

うな保管業務においては，顧客が，自分が預けている衣類がどのような

ものであったかを正確に把握でき，また，クリーニング会社に対して衣

類を的確かつ容易に特定させることが急務となっている（【０００９】）。

本件各発明の目的は，クリーニング対象の品物の保管業務において，顧

客から預かっているクリーニング対象の品物がどのようなものであるか

を，コンピュータネットワークを用い，顧客との共有が可能な前記品物

の画像データの形態で提示できるようにすることにある（【００１０】）。 

（ウ）課題を解決するための手段 

 提示者（クリーニング業務又はクリーニング対象の品物の保管業務に

おいて，顧客からの預かり物の内容を，インターネットを介して顧客に

提示する者）が，顧客からの複数の預かり物の画像データを得て当該提
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示者が利用する第１通信装置等の記憶手段に記憶させ，この記憶させた

画像データを，該装置により，顧客が直接利用するウェブブラウザ機能

を備えた第２通信装置へ送信するので，顧客は自分が預けている品物の

内容を視覚的に認識することができて，その特定が容易である（【００１

５】，【００１６】）。 

 提示者の第１通信装置等から，これに記憶してある画像データととも

に，該画像データに対応する預かり物の返却要求の入力を顧客に促す情

報を，顧客の第２通信装置へ送信することにより，顧客は，自分が直接

利用する通信装置において画像データをウェブブラウザを利用して閲覧

し，返却を要求したい預かり物を確実に特定しつつ，この要求を容易に

指定入力できる（【００１９】）。 

（エ）発明の実施の形態 

 預かり物の提示装置は，ネットワークに接続されたサーバマシンとし

て構成してあり，該サーバマシンは，注文情報データベース及び預かり

物画像データベースを備えている（【００２６】，【００３４】）。ネットワー

クには，多数の顧客がそれぞれ直接利用する各種の通信装置（以下「ク

ライアントマシン」という。）が接続され，サーバマシンとクライアント

マシンは，ネットワークで接続されている（【００２８】，【００３２】）。 

 注文情報データベースは，顧客からの注文に関する情報を記憶する

データベースであって，ＩＤ，パスワード，顧客名，管理番号，預かり

物名，預かり日，及び画像データパスの各属性を備えている（【００３６】）。

ＩＤの属性は，各顧客に割り当てられたキャラクタの組合せである。パ

スワードの属性は，各ＩＤに対応付けられたキャラクタの組合せであり，

ＩＤと組み合わせて，クライアントマシンによるユーザ認証に用いられ

る。顧客名の属性は，各顧客の名前である。管理番号の属性は，クリー

ニング又は保管の各注文に対して割り当てられた管理用の番号（ロット
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番号等）である。預かり物名の属性は，顧客が注文対象としている衣類

の名称である。預かり日の属性は，当該注文に対応する衣類の受け取り

日（預かり日）を示している。画像データパスの属性は，当該注文に対

応する預かり物の画像データを記憶している預かり物画像データベース

内の記憶領域をそのパスを含んだファイル名で示している（【００３７】）。

注文情報データベースは，顧客からの注文をサーバマシン上で管理する

ためのデータベースであり，１点の預かり物（衣類）に対する注文情報

を１レコードとして記憶している。また，預かり物画像データベースは，

注文情報データベースの各管理番号の情報とともに，これに対応付けた

衣類の画像データを記憶するデータベースである（【００３８】）。クリー

ニング又は保管の対象となる衣類については，注文，受取り，クリーニ

ング，保管のいずれかの段階において撮像することが可能であり，撮像

された衣類の画像データは預かり物画像データベースに登録される（【０

０４２】～【００４５】）。 

 ＵＲＬの指定に応じて，サーバマシンは，ユーザ認証用のウェブペー

ジをクライアントマシンへ送信し，クライアントマシンに上記ウェブ

ページが表示されると，顧客は，自分に予め割り当てられているＩＤ及

びパスワードを上記ウェブページ上に設けられた入力欄に入力する（【０

０４９】～【００５１】）。上記ＩＤ及びパスワードの入力に応じて，こ

れらの情報を受信したサーバマシンは，注文情報データベースにおける

該当ＩＤのレコードを参照し，このレコードに記述されてあるパスワー

ドと，入力されたパスワードとが一致するか否かを判定することによっ

てユーザ認証を行う（【００５２】）。 

 認証が一致した場合には，サーバマシンは，当該ＩＤのレコードを注

文情報データベースから全て抽出し，各画像データパスの属性を参照し，

該当する衣類の画像データを預かり物画像データベースから読み込む
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（【００５３】）。サーバマシンは，注文情報データベースから抽出した所

定の注文情報とともに，預かり物画像データベースから読み込んだ衣類

の画像データを含めて，当該顧客に応じた「お預かり表」様式のウェブ

ページを生成し，この「お預かり表」のウェブページをクライアントマ

シンへ送信する（【００５４】）。「お預かり表」のウェブページには，抽

出された全てのレコードに記述されている画像データパスの画像データ

がタイル形式に貼り付けられて表示される。このため，多数の画像デー

タがある場合には，スクロールバーが表示され，これを顧客がスクロー

ル操作することによって全ての画像データを閲覧することが可能となっ

ている（【００５５】）。 

 このウェブページは，貼り付けられている画像データ上でのマウスの

クリック操作等の選択操作によって，対応する衣類の返却をサーバマシ

ンに対して要求する旨の情報（返却要求情報）を送信するように作成さ

れている（【００５６】）。 

（オ）発明の効果 

 本件発明によれば，衣類等のクリーニング対象物の保管業務を行う事

業者が，顧客から預かっている対象物の内容を画像で遠隔地の顧客に対

して視覚的に示すことができるばかりでなく，顧客は，預けている対象

物の中から自分が所望しているものを容易かつ的確に前記事業者に対し

て知らしめることができる。しかも，これを通信により実現するので，

前記事業者と顧客との間の速やかな応答が期待できる（【００６０】）。 

イ 出願経過 

（ア）Ｐ１は，平成１３年１０月２３日発送の拒絶理由通知に対する意見書

（甲１５）において，「本願請求の範囲第１項に記載された発明は，···

クリーニング後の保管の目的で，顧客が予めクリーニング会社に預けて

いる多数の品物が，どのようなものであったかを忘れてしまったときに，
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その品物をオンライン上でビジュアルに確認させることを解決課題とす

る」旨，「保管業務にあっては，一般のクリーニング業務と異なり，多数

の商品を扱うことが通常であり，『複数の』商品の画像データを『一覧出

力形式で』顧客に提供することによって，『作用』の欄に記載した通り，

顧客は自分が預けている品物の内容を視覚的に認識することができて，

その特定が容易であるという効果を奏する」旨述べた。 

（イ）Ｐ１は，平成１４年５月２８日発送の拒絶査定に対する手続補正書（乙

１）において，本件各発明の構成を採用したことにより，遠隔地の顧客

に対し，衣類等のクリーニング対象物の内容を，いつでも画像で視覚的

に示すことができるだけでなく，顧客は，預けた対象物の中から所望す

るものを容易に特定でき，特定した対象物を的確に事業者に知らせるこ

とができ，これを通信により実現するので，事業者と顧客との間の速や

かな応答が期待できる旨，本件各発明における提示画像は，預けた品物

がどの品物であるかを顧客が識別できるような画像であればよく，全て

の画像を必ず記録し，これらの全てを提示することによっても，サービ

ス提供者にとって商取引上不利になるというような問題が生じず，か

えって顧客の利便性が向上される旨，顧客は，サービス提供者からウェ

ブページの形態で送られてくる品物の画像を識別し易い一覧形式で，し

かも簡易な構成の通信装置でどこでも見ることができ，このように一覧

形式で表示された画像から特定した所望する品物の画像について，画面

上で所定のクリック操作をするだけで，容易に品物の選択的な返却要求

を提示者側へ返すことができる旨述べた。 

  ウ 検討 

（ア）「一覧出力形式」のうち，「一覧」には，「全体の概略が簡単にわかるよ

うにまとめたもの」（甲１４），「全体が一目で分かるようにしたもの」（乙

４）という意味があり，「出力」には，「機器・装置が入力を受けて仕事
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をし，外部に結果を出すこと」（甲１４），「原動機・通信機・コンピュー

タなどの装置が入力を受けて仕事または情報を外部へ出すこと」（乙４）

という意味があり，「形式」には，「物事を行うときの，則るべき一定の

手続きや方法・様式」（甲１４），「事務などを進めるための，文書の体裁

や執るべき手続」（乙４）という意味がある。 

 構成要件１Ｄには，第１通信装置の記憶手段に記憶された複数の品物

の画像データの中から，ユーザ情報に対応するものを「一覧出力形式」

で，すなわち，全体を一覧できるように，情報を外部へ出す方法で，第

２通信装置へ送信する旨が記載されている。ここで，「全体」とは，「ユー

ザ情報に対応するもの」，すなわち，ユーザ情報に対応する複数の品物の

画像データの全てであると読み取ることができる。 

（イ）発明が解決しようとする課題，課題を解決するための手段及び発明の

効果において，顧客がどの衣類を預けたか忘れてしまうことがあるが，

事業者が預かっている対象物の内容を画像で視覚的に示すことによって，

顧客が，預けている衣類を正確に把握でき，その中から，返却を要求し

たい衣類を事業者に対して容易かつ的確に知らせることができる旨が指

摘されており，Ｐ１は，本件特許出願の過程で，同様の指摘や補正をし

ている。このような目的，作用効果のためには，事業者は，顧客に対し，

預かった複数の品物の全てについて，１回の出力で，その画像を閲覧で

きるように提示する必要がある。 

 発明の実施の形態においても，預かり物の全ての画像データが読み込

まれ，その結果，注文情報データベースから抽出した所定の注文情報と，

預かり物画像データベースから読み込んだ衣類の画像データによって生

成される「お預かり表」のウェブページに，抽出された全てのレコード

に記述されている画像データパスの画像データが表示され，全ての画像

データを閲覧することが可能となる。 
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（ウ）前記(ア)及び(イ)を併せ考えると，「一覧出力形式」とは，ユーザ情報

に対応する複数の品物の画像データが出力された場合，その画像データ

の全てが一覧できる状態，例えば，ディスプレーに表示される場合には，

ひとつの画面上で閲覧できる状態（ディスプレーの大きさや画面の大き

さにより，スクロールする必要が生じる場合を含む。）で，情報を外部へ

出す方法を意味すると解される。 

（２）構成要件１Ｄに対応する被告方法の構成 

 証拠（甲６～８，乙３）及び弁論の全趣旨によると，被告方法は，別紙被

告方法目録記載第２の構成を備えていると認めることができる。 

 これによると，被告方法では，各画像データが「保管中アイテム」等のカ

テゴリーに分けられてサーバに記録されており，顧客があるカテゴリーのボ

タンをクリックすると，旧被告方法の場合，当該カテゴリーについてのみ，

カテゴリー内の全ての画像が顧客側へ送信され，新被告方法の場合，当該カ

テゴリー内の１枚の画像のみが顧客側へ送信される。 

（３）被告方法の構成要件１Ｄへの充足性 

 そうすると，被告方法は，ユーザ情報に対応する複数の品物の画像データ

の全てが一覧できる状態で，情報を外部へ出す方法をとっておらず，「一覧出

力形式」との構成要件（構成要件１Ｄ）を充足しない。 

 したがって，被告方法は，本件発明１から３までの構成要件を文言上充足

すると認めることができない。 

２ 争点１－２（被告装置は，本件発明４から６までの各構成要件を文言上充足

するか）に対する判断 

 前記１と同様，証拠（甲６～８，乙３）及び弁論の全趣旨によると，被告装

置は，別紙被告装置目録記載第２の構成を備えていると認めることができるが，

被告装置は，「一覧出力形式」との構成要件（構成要件４Ｄ）を充足せず，本件

発明４から６までの構成要件を文言上充足すると認めることができない。 
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３ 争点１－３（被告方法及び被告装置は，本件各発明と均等なものとして，そ

の技術的範囲に属するか）に対する判断 

 以下のとおり，被告方法及び被告装置について，本件各発明と均等なものと

して，その技術的範囲に属すると認めることはできない。 

（１）均等論の判断基準 

 特許請求の範囲に記載された構成中に対象製品等と異なる部分が存する場

合であっても，① 上記部分が特許発明の本質的部分ではなく，② 上記部分

を対象製品等におけるものと置き換えても，特許発明の目的を達することが

でき，同一の作用効果を奏するものであって，③ 上記のように置き換えるこ

とに，当業者が，対象製品等の製造等の時点において容易に想到することが

できたものであり，④ 対象製品等が，特許発明の特許出願時における公知技

術と同一又は当業者がこれから上記出願時に容易に推考できたものではなく，

かつ，⑤ 対象製品等が特許発明の特許出願手続において特許請求の範囲から

意識的に除外されたものに当たるなどの特段の事情もないときは，上記対象

製品等は，特許請求の範囲に記載された構成と均等なものとして，特許発明

の技術的範囲に属する（最高裁判所平成１０年２月２４日第三小法廷判決・

民集５２巻１号１１３頁）。 

（２）置換可能性 

 本件各発明の目的，作用効果は，前記１(１)ウ(イ)のとおり，事業者が預

かっている対象物の内容を画像で視覚的に示すことによって，顧客が，預け

ている衣類を正確に把握でき，その中から，返却を要求したい衣類を事業者

に対して容易かつ的確に知らせることができる点にあり，そのため，本件各

発明では，ユーザ情報に対応する複数の品物の画像データを第２通信装置へ

送信する方法として，「一覧出力形式」が採用されている。 

 これに対し，被告方法及び被告装置のように，分類されたカテゴリーのう

ちのひとつのカテゴリーに限って，そのカテゴリー内の全ての画像を送信し
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たり，ひとつのカテゴリー内の１枚の画像に限って送信したりするように置

き換えると，顧客は，預けている衣類を正確に把握できず，返却を要求した

い衣類を事業者に対して容易かつ的確に知らせることもできなくなる。そう

すると，本件各発明の目的を達することができず，同一の作用効果を奏する

ものとは認められない。 

 したがって，被告方法及び被告装置について，本件各発明と均等なものと

して，その技術的範囲に属すると認めることはできない。 

４ 結論 

 以上によれば，その余の点について判断するまでもなく，原告の請求にはい

ずれも理由がない。 

 よって，主文のとおり判決する。 

        大阪地方裁判所第２６民事部 

        裁 判 長 裁 判 官     

                                  

山   田   陽   三 

 

 

            裁 判 官     

                                  

                   松  阿  彌     隆 

 

 

            裁 判 官      

                                  

 林     啓  治  郎  
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（別紙） 

被 告 方 法 目 録 

第１ 対象方法（被告方法） 

 「マイクローク」サービス（被告サービス）で使用される「お預かりアイテ

ムの提示方法」 

 

第２ 被告方法の構成 

１ 預かったアイテムを写真撮影して，その画像データを取得し，その画像デー

タをデータベースに登録する。 

２ 会員の端末より送信されたユーザ情報と，データベースに記憶された認証情

報とによって，会員の認証をする。 

 ユーザ情報の送信の手順は次のとおりである。 

① 会員は，会員の端末においてウェブブラウザを起動させて，「マイクロー

ク｜専用クロークで高品質な宅配クリーニング・保管サービス」ホームペー

ジを表示させる。 

② 会員は，会員の端末を操作して，「マイクローク」ホームページに表示さ

れる空欄に，ユーザ情報として，会員が登録したメールアドレスとパスワー

ドを入力する。 

③ 会員は，会員の端末を操作して，マイクローク画面の「ログイン」ボタ

ンに対してクリック操作する。 

④ 上記クリック操作により，会員の端末装置が，被告サービスで使用され

るサーバに対して，ユーザ情報を送信する。 

⑤ 会員の端末の画面上には，マイページ画面が表示される。 

３ お預かり品がある場合，会員はマイページ画面よりお預かりアイテム一覧

の中の「返却オーダーへ」ボタンに対してクリック操作をする。 
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４ データベースに登録されている画像データのうち，認証された会員のマイク

ロークに保管されているアイテムの画像データをデータベースから読み出して，

認証情報と対応付けてデータベースに登録されている画像データのうち，認証

された会員のマイクロークに保管されているアイテムの画像データをデータ

ベースから読み出して，会員の端末に送信して，会員の端末の画面上に，会員

のマイクロークに保管されているアイテムの画像データをウェブページ（以下

「預かりアイテムページ」という。）に表示させる。 

 なお，各画像データは「検品済みアイテム」，「保管中アイテム」，「保管期限

間近のアイテム」，「返却処理済みアイテム」にそれぞれ分かれてサーバに記

録されており，顧客が例えば「保管中アイテム」というボタンをクリックす

ると，旧被告方法の場合，「保管中アイテム」についてのみ，その全ての画像

が顧客側に送信され，新被告方法では「保管中アイテム」の画像のうち１枚

のみが顧客側に送付される。 

５ 会員の端末に対する操作により，会員が選択したアイテムの返却要求が送信

される。 

 アイテムの返却要求の送信手順は次のとおりである。 

① 会員は，会員の端末を操作して，マイページ画面「お預かりアイテム一

覧」の確認事項にある「返却オーダーへ」ボタンに対してクリック操作す

る。 

② 会員の端末に「預かりアイテムページ」が表示される。 

③ 会員は，会員の端末を操作することで，端末に表示された預かりアイテム

ページ上の画像データに付随した「返却する」チェックボックスをクリッ

クして，返却の対象となるアイテムを選択する。 

④ 会員は，会員の端末を操作して，その画面上に表示されている「返却オー

ダー確認画面へ」ボタンをクリック操作する。 

⑤ 会員の端末において，上記クリック操作により，選択されたアイテムの
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返却先住所，返却日時を設定する画面に切り替わると，会員は，その端末

を操作して返却先住所，返却日時を入力する。 

⑥ 会員の端末で返却先住所，返却日時を入力し，返却を所望する場合，端

末を操作して，画面上の「確認」ボタンをクリック操作する。 

⑦ 会員の端末で入力した返却情報の確認を行い，正しい場合は端末を操作

して，画面上の「送信」ボタンをクリック操作する。 

⑧ 上記クリック操作により，会員の端末が，会員により選択されたアイテ

ムの返却要求を，被告サービスで使用されるサーバに対して送信する。 

６ 会員の端末からの返却要求を受信したサーバは，会員からの返却要求を受け

付けたことを通知する情報を会員の端末に送信し，返却オーダーを受け付けた

旨を表示したウェブページを会員の端末装置に表示させる。 
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（別紙） 

被 告 装 置 目 録 

第１ 対象装置（被告装置） 

 「マイクローク」サービス（被告サービス）で使用される以下の装置 

１ ＰＣ（Personal Computer） 

２ データーベースサーバ 

３ Ｗｅｂサーバ 

４ ファイヤーウォール 

５ ネットワークルーター 

６ プリンター 

７ ディジタルカメラ 

 

第２ 被告装置の構成 

１ アイテムの画像データを取得する撮影用ＰＣ（端末装置） 

２ 上記撮影用ＰＣで取得された画像データを入力するための，データ入力用Ｐ

Ｃ（端末装置） 

３ 入力された画像データを記憶する記憶手段に相当するデータベースを有す

るデーターベースサーバ 

４ ユーザ情報と認証情報による顧客の認証を行う認証手段を備えるとともに，

記憶手段から顧客の端末装置に送信する画像データを選択して読み出すサーバ

となるＷｅｂサーバ 

５ 顧客の端末装置にＷｅｂサーバによって読み出された画像データを送信す

る送信手段であると同時に，顧客の端末装置から送信されるユーザ情報と返却

要求を受信してサーバに送出するネットワークルーターやファイヤーウオール 

６ 帳票などを印字出力する出力手段であるプリンター 
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７ アイテムを写真撮影するディジタルカメラ  
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（別紙） 

平均単価計算書 

１ 原告における本件各発明を利用したサービスであるハッピーワードローブにお

ける売上げ 

年度 利用件数 売上高（円） 

平成２２年 5,875 3,239,243 

平成２３年 5,658 3,708,055 

平成２４年 5,299 3,680,655 

平成２５年 1,362 1,151,290 

合計 18,224 11,779,243 

ただし，平成２５年については，同年４月末日まで 

 

２ １件当たりの平均売上高 

  １件金６４６円 

  （総売上高金 11,779,243 円÷総利用件数 18,224 件） 

 


